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１．はじめに 

沖縄西海岸道路は、交通混雑の緩和と沿

道環境の改善を図る主要幹線道路としての

整備が進められている。その一部において、

平成 21 年度に箱型函渠の設計が実施され

た(以下、当初設計)。当初設計は、平成 11

年度の道路土工カルバート工指針(以下、旧

指針)に準拠して設計がされていた。平成

22 年度に改訂されていることから、設計方

法等の照査が必要となった(以下、新指針)。 

 本報文では、平成 21 年度に設計された箱

型函渠に対して指針の改訂および設計条件

の見直しをしたうえで、修正設計を行った

事例について報告する。 

 

２．道路計画および現地状況 

 本設計箇所は、図-1 に示すように幹線道

路と村道が交差する場所であり、幹線道路

は、アンダーパスとなることから箱型函渠

が計画された。 

 

図-1 幹線道路の完成形イメージ図 

また、現地状況は、写真-1 に示すように

区画整理事業に伴い村道の一部が整備され

ており、幹線道路の箱型函渠および補強土

壁の構築を目的とした開削工事が予定され

ていた。 

 

写真-1 現地の上空写真 

 

３．設計条件の概要 

 当初設計における主な設計条件および標

準断面は、以下に示すとおりであった(図-2

参照)。 

①準拠基準：旧指針 

②断面：外幅 21.4m×外高 7.4m 

(内幅 9.7m×内高 5.4m 二連函渠) 

③土被り：2.5m 

④埋戻し材：盛土材(γ=19kN/m3) 

 
図-2 当初設計の箱型函渠の標準断面図 
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４．問題点 

４．１ 要求性能への対応 

 当初設計は、旧指針に準拠し、許容応力

度法を用いた照査が行われた。新指針では、

要求性能に応じた限界状態を設定し、それ

を越えないことを照査する必要がある。 

 したがって、限界状態設計法の要求性能

を満足する構造形式を設定することが問題

となった。主な改訂内容は、表-1 のとおり。 

表-1 主な改訂内容 

項目

カ
ル
バ
ー

ト
の

適
用
範
囲

―

所定の構造形式や材料、規模の範囲内にあるカル
バートは、従来型と位置付けられ、長年の経験の蓄積
により慣用設計法を適用できるものとされた。
従来型カルバートの適用範囲を超えるカルバートは、
各作用に対する挙動の相違を検討したうえで、適切か
つ総合的な設計を行う必要がある。

地

震
時

カルバートの設計においては、一般に地震の影響を
考えなくてよい。これは、従来型カルバートではこれま
での実績から、特に地震の影響を考慮しなくても目
立った損傷が生じなかったため。

レベル1地震動及びレベル2地震動の2種類の地震動
を想定する。

平成11年版（旧指針） 平成22年版（新指針）

設
計
法

許容応力度法 カルバートの要求性能に応じた、限界状態設計法

 

 

４．２ 交差点計画の修正 

箱型函渠上の交差点形状は、当初設計に

おいて、図-3 に示すように十字路交差点で

あった。 

 

図-3 十字路交差点時の平面計画 

 

その後、周辺地域の区画整理事業の変更

に伴い、交差点形状が、図-4 に示すように

丁字路交差点へと変更された。当該変更に

伴い、縦横断等の修正が実施されていたも

のの、箱型函渠には反映されていなかった。 

この状況を踏まえ、縦断計画を照査した

結果、土被りが 2.5m から 2.1m となること

が判明した。 

したがって、土被りを踏まえた構造評価

を行うことが問題となった。 

 

図-4 修正後の平面計画(丁字路交差点) 

 

４．３ 埋戻し材の適切な評価 

 当初設計の埋戻し材は、一般的な盛土材

を想定し、単位体積重量をγ=19kN/m3 とし

て設定されていた。ここで、箱型函渠はア

ンダーパスであるため、現地盤を開削した

後に設置することから、現場発生材の流用

を想定される。この現場発生材は、本設計

箇所一帯が琉球石灰岩層であることから単

位体積重量はγ=20kN/m3 である。 

したがって、埋戻しを適切に評価したう

えで、構造計算に反映することが問題点と

なった。 

 

５．課題 

 問題点を踏まえ、本設計に対しての課題

は以下のとおりである。 

①箱型函渠の適用範囲を踏まえた構造形式

の再評価を行うことが課題である。 

②道路計画の修正に伴う土被りを踏まえた

構造評価を行うことが課題である。 

③本業務で実施したボーリング調査結果お

よび過年度工事にて実施された材料試験

結果を参考に、埋戻し材の土質定数を決

定したうえで、構造評価を行うことが課

題である。 
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６．課題に対する解決策 

 適切な構造評価を行うための課題解決策

として、箱型函渠の構造の見直しおよび条

件の再整理を行った。 

 

６．１ NETIS を利用した比較検討 

 当初設計では、現場打ちおよびプレキャ

スト製品による比較検討が行われ、経済性

や耐震性の面から現場打ち箱型函渠が採用

された。 

しかし、当初設計から約 10 年経過してい

ることを踏まえると、プレキャスト製品の

新たな技術開発によって品質向上や工期短

縮などの生産性向上が図れている。 

したがって、適切な構造形式を選定する

ことを目的とした、再比較を実施した。 

 比較する構造は、NETIS(新技術情報提供

システム)を利用し、表-2 に示すとおり、

第1案：現場打ち箱型函渠、第2案：MaxBox+、

第 3 案：FA ボックスを選定した。 

比較項目は、品質、維持管理性、施工性、

施工工程、経済性の 5 項目とした。 

 比較検討の結果より、第 2 案および第 3

案のプレキャスト製品が品質、維持管理性

および施工性に優れており、特に施工工程

は約 5～9 カ月の工期短縮が図れる。 

しかし、経済性においては、第 1 案現場

打ちに対して約 1.7～2 倍と高価となる。 

 本設計箇所は、写真-1 に示したとおり施

工において支障となる物件がないことから、

比較検討のうえでは工期短縮よりも経済性

を優先する必要がある。 

これらを総合的に評価した結果、当初設

計と同様に第 1 案：現場打ち箱型函渠を採

用した。 

 

６．２ 現場打ち箱型函渠の再評価 

(1)設計条件の再設定 

 現場打ち箱型函渠の規格は、B21.4m×

H7.4m の二連函渠であり、新指針における

従来型の適用範囲(B6.5m×H5.0m 以下)か

ら外れる。 

したがって、設計を行ううえでは、柔軟

な基準の運用が重要である。 

表-2 箱型函渠の比較表 
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本報文では、その設計条件について 1 例

として、土圧係数の設定をあげる。 

 箱型函渠に載荷する土圧は、土被り(z)、

埋戻し材の単位体積重量(γ)、土圧係数

(Ko)の関係により求めることができる。 

 その土圧係数は、新指針では Ko=0.5 と示

される。しかし、新指針における適用範囲

から外れるため、設計要領第二集に示され

る Ko=0.3 と 0.5 を設定した。 

 具体的には、土圧係数は盛土材の性質や

締固めの違いによって値が変化する。また、

土圧係数が Ko=0.5 の場合、頂版および底版

の節点部の曲げモーメントが大きくなり、

Ko=0.3 の場合、支間部の曲げモーメントが

大きくなる。 

したがって、土圧係数の特性を踏まえ、

各部材の曲げモーメントが最大となること

を評価するために、Ko=0.3、0.5 の双方を

検討し、安全側の結果を採用した。 

 

(2)埋戻し材の選定 

 現場発生材は、本設計におけるボーリン

グ調査結果および過年度工事の材料試験結

果より、単位体積重量はγ=20kN/m3 となる。 

一般的な盛土材と現場発生材の両者によ

る構造計算を行った結果、表-3 に示すよう

に、頂版外側鉄筋が異なる。 

具体的には、一般的な盛土材を用いると

頂版外側鉄筋は、D32 のシングル配筋とな

る。一方で、現場発生材を流用すると、D32

のシングル配筋では応力の許容値内に収ま

らないため、D29 のダブル配筋が必要とな

る。 

この様に、単位体積重量γ=1kN/m3 の差

がシングル配筋とダブル配筋に影響するこ

とを明確にした。 

したがって、箱型函渠は開削による設置

であり、現場発生材の流用が十分にあり得

ることから、埋戻し材をγ=20kN/m3 として

定めた。 

表-3 単位体積重量の違いによる計算結果 

【γ=19kN/m3】

照査箇所 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

D25@125 D25@125 D32@125 D22@125 D16@125 D25@125

― ― ― ― ― ―

応力σs(N/mm2) 45.94 142.46 164.61 56.78 78.88 156.36

許容値σsa(N/mm2) 180 180 180 180 180 180

26％ 79％ 91％ 32％ 44％ 87％

【γ=19kN/m3】

照査箇所 (7) (8) (9)

D25@125 D22@125 D29@125

― ― ―

応力σs(N/mm2) 107.72 159.72 153.22

許容値σsa(N/mm2) 180 180 180

60％ 89％ 85％

底版

鉄筋

頂版 側壁

鉄筋

 

【γ=20kN/m3】

照査箇所 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

D25@125 D25@125 D29@125 D22@125 D16@125 D25@125

― ― D29@125 ― ― ―

応力σs(N/mm2) 32.27 156.35 171.6 34.06 72.53 143.53

許容値σsa(N/mm2) 180 180 180 180 180 180

18％ 87％ 95％ 19％ 40％ 80％

【γ=20kN/m3】

照査箇所 (7) (8) (9)

D25@125 D29@125 D29@125

― ― ―

応力σs(N/mm2) 103.13 144.02 170.21

許容値σsa(N/mm2) 180 180 180

57％ 80％ 95％

鉄筋

鉄筋

頂版 側壁

底版

 

 

7．おわりに 

 本業務では、指針の適用範囲を踏まえ柔

軟な基準の運用をしたことにより、適切な

構造評価が行えた。 

 今後の課題は、NETIS を利用し、いかに

生産性向上を目的とした新技術の提案を行

うかであると考える。また、過年度の成果

から経緯を整理することにより、設計条件

を見直すことが重要であることから、今後

も継続していく。 

-------------------------------------- 
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